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米国における個人貸付会社の
発展過程について
矢　島　　保　男
1　は　し　が　き
　わが国では割賦販売に関して，消費者保護の立場から，これを規制しうる法
律（割賦販売法）があるが，ω他の消費者信用，すなわち掛売り（その近代的形
態のものとしてクレジット・カードがある）や消費者金融（銀行などの消費者
ローソやサラリーマソ金融など）については，特に消費者保護の観点から，こ
れを規制する法律はない。
　しかL近年，コソシューマリズムの台頭もあり，消費者サイドから，割賦販
売のみならず，クレジット・カードや消費者金融，さらに通信販売等をも含め
た消費老信用全体について規制する法律（たとえば米国の消費者信用保護法の
ようなもの）を制定することの必要性も説かれている。一2］
　筆老はこのような法律が出現し，消費者の保護が一層進められることを望ん
でいる。ことに消費老金融の一種である，いわゆるサラリーマソ金融を営なん
でいる会杜について然りと言える。かかる会杜はいわゆる貸金業法といわれる
r出資の受入，預り金及び金利等の取締等に関する法律」に従って営業しなけ
れぼならないのであるが，その開業はいまだに単に屈出制であって許可制にな
っていない。そこで比較的簡単に開業ができ，ときに悪徳業者によってモグリ
の営業も行なわれ，法的に制限されているよりもはるかに高い金利を課し，暴
力的な取立てを行ない，新聞沙汰になるものも出てくることは，一般に知られ
ていることであろう。もちろん個人貸付業者のたかには，なんらの間題もなく，
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優れた理念をもって営業しているものも多数ある。しかしある新聞杜がその広
告掲載欄の一角にrサラ金」の広告を敢扱わないことを明記していることでも
わかるように，わが国では一般にかかる個人貸付業の杜会的信用はきわめて低
いと言わざるをえない。従って健全な営業をやっている業者にとっても，開業
を許可制にし，その金利や貸付額の限度などについて弾力的に規制する米国の
小口貸付法（sma1110an1aws）のごときものの出現が望まれるのではないだ
ろうか。
　かかる意味で米国における個人貸付業についての研究は，現在のわが国にと
って頗る肝要なことである。本稿は米国の個人貸付会杜（persona110an　com－
pa㎡es）の発展過程，ことにニューヨーク州におげる小口貸付法の変遷につい
て明らかにしたものである。なお本稿では，小冊子ではあるが，注目すべき二
つの文献を主に利用した。それはともにコロソビア大学大学院経営学研究科か
ら出版されたもので，その一つはチャプマンとシェイ共著「ニューヨーク州に
おける免許貸付業」（John　M．Chapman　and　Robert　P．Shey；Licensed
Lending　in　New　York，1970）であり，他の一つはカワジァ著「消費老金融
業の規制」（Michae1Kawaja；Regulation　of　the　Consumer　Finance　In－
dustry：A　Case　Study　of　Rate　Cei1ings　and　Loan　Size　Limit　in　New
York　State，1971）である。前著の薯者チャプマンはコロソビア大学名誉教授，
またシェイは同大学教授で，ともに銀行論と金融論を専攻しており，後者は薯
者自身によれぼ，自己の博士論文を発展させたものであり，前著の著者である
シェイおよびチャプマ1■両教授に負うところが絶大であることを認めている。
2　ローン・シャークの時代
　米国におげる個人貸付会杜の発展を明らかにするには，いわゆるローン・シ
ャーク（1oan　sha］＝k　　高利貸し）の時代を取上げることから始めなげればな
一らない。この時代は大体1880年から1920年までのあいだで，高利貸しによって
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市民が悩まされたときである。当時，アメリカは一般的にいって，多数の自給
自足的な生産者である農民から成り立つ国から，大量生産を基盤にした工場労
働者から成り立つ国へと脱皮しつつあった。そこで人口のなかで賃金労働者の
占める割合が急増していた。しかし現在の水準を基準にすれば，彼等の生活水
準はきわめて低く，その収入と生活必需品への支出との開きは僅かで，貯蓄を
生む余裕はなかった。そこで失業などでその収入の流れがとだえたり，病気な
どで収入不足が起ったりするときは，借金を余儀なくされた。だがそこには，
かかる場合の労働老の必要を満す十分な機構ができていなかった。すなわち商
業銀行はもっぱら企業への貸出に専念していて，未だ消費老貸出の分野へは入
っていなかった。そこでローン・シャークがその隙問に入ったのである。当
時，多くの州で既に高利制限法（usury1aws）が存在し，最高金利を6劣（年
率）に抑えていた。Lかし高利貸しはかかる高利制限法による規制を実質的に
守らなかった。
　もっとも，当時，年利6％では小口貸付はコストの面で引き合わなかった。
ことに小口の個人貸付に対する危険度は，大口の企業貸付のそれにくらべて大
きいと考えられていたし，その面からも，相当高い金利を取らなげれば遂行で
きなかった。そこで個人への小口貸付は，金利は6％であっても，信用調査費
とか集金費とかという名目で，他に手数料を取るというやり方で行なわれてい
た。
　しかし高利貸しのなかには，きわめて悪徳なものもいて「ニューヨークにお
げるある裁判所では，週当り20％という金利が摘発されたし，またアトラソテ
ィク慈善協会（The　Atlantic　Aid　Society）は，ジョージァで借手が，そのは
じめの債務76ドルを最終的に返済する前に，高利貸しに対Lて総額1，550ドル
を支払った例を発見した」｛割といわれるほどであった。しかも高利貸しのなか
には，借手に給料譲渡契約（Wage　aSSignment）をさせて，返済がおくれたと
きに，借手がかかる契約をしていることを雇用主に暴露するという脅しによっ
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て，集金を強行しようとするものも現われた。ω
　かくして高利貸しに対Lて，その活躍を抑え，個人への小口貸付を合理的な
軌道に乗せるべきであるという声が次第に大きくなった。そしてかかる方向へ
の運動の推進力となったものは，慈善団体と準慈善団体であった。雇用主達は
彼等の雇っている労働者が，高利貸しから借金して，その債務支払いに追われ
るようになると，労働意欲を喪失することを知ったので，かかる団体による労
働老への貸付を希望した。また教会や友愛組合や杜会福祉に関心をもつ人々も
同じ考えであった。
　慈善的団体の貸付によってローソ・シャークに対する戦いの火ぶたは切られ
たが，しかLそれはきわめて不十分な結果しかもたらさなかった。というのは，
かかる団体の資金力は乏しく，労働老からの借入要求を満すには余りにも少な
すぎたからである。
　そこで，なにか新しいアプローチが必要であった。そしてそれはラッセル・
セイジ財団（The　Russe11Sage　Fomdation）の手によって開始された。こ
の財団は1907年4月にニューヨーク州議会の特別法によって組織された慈善団
体であったが，消費者貸付に関する法律の成立を積極的に促進しようとしたの
である。そしてこの財団によってかかる方針が打出された重要な要素として，
懸賞論文の募集ということが挙げられる。すなわちこの財団は個人貸付の在り
方に関する論文を募集したが，その二つの入選作（Wassam’s　The　Salary
LoanBusinessおよびHam’sTheChatte1LoanBusiness）がともにロー
ソ・シャーク間題の解決には，それに関する法律の制定が心要なことを強調し
たのである。
3統一小口貸付法
　さて，ラッセル・セイジ財団の呼びかけで，この財団の代表者と，アメリカ
小口貸付業協会（The　American　Association　of　Smaユ1Loan　Brokers）お
　ク60
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　275
よび全国救済貸付協会連合会（The　Natlonal　Federat1on　of　Remedial　Loan
AssociatiOns）の代表老とが，1916年に消費者貸付法の草案をつくるために集
会した。そしてこの集会で，後に各州の小口貸付法のモデルとなった統一小口
貸付法（Uniform　Sma11Loan　Law）がつくられたのである。
　このモデル法の原理は「小口貸付は，それを準備し利用させるには費用がか
さむのであるから，かかる貸付に対しては，これまでより高い金利が法制化さ
れるぺきであり，他方，同時に，これに対して合理的な隈界が置かれるべきで
ある」㈲ということであった。もっとも，ラッセル・セイジ財団はできるだげ
金利を低い水準に抑えるべきであるという考えをもっていて，実際の金利の限
度は，ローソ・シャークとの戦いの過程で，試行錆誤によって決めていき，は
じめから高い金利を許すことは考えていなかった。だが上記した貸付業者の団
体の代表老達は，自己の経営経験から高い金利を主張したのであり，実際間題
として，r低金利に対する慈善団体の要求と，高金利に対する個人貸付業の代
表老達の要求のあいだの妥協」一6〕として，高い金利の法制化という結果になっ
たのである。
　モデル法に盛られた内容は次のごときものであった。
　（1）「小口貸付」というのは300ドルを超えない額であるとされた。何故にこ
のような額が決められたかというと，当時，労働著の高利貸しからの借入金の
大部分が，かかる限度内だったからであり，また借手が借金をしすぎて，みず
からを破滅に落すことがないためであった。そしてまた，既に小口貸付に関し
て法的規制をしていた幾つかの州があったが，それらの州においても一人に対
し300ドル迄という限度が実施されていたことも，かかる結果をもたらした大
きな原因であった。すなわちマサチューセヅツ，ミシガン，ニュージャージー
の諸州の貸付隈度は300ドルであったし，またローソ・シャークと戦う法偉を
制定しようとしていたペソシルベニア州とイリノイ州でも，裁判所は小口貸付
が300ドルを隈度とし，しかもかかる貸付では，一般の高利制限法で許されて
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いるよりも高い金利をとることを許す法律の制定は，合憲性があることを認め
ていた。
　　（2）金利は月利3．5劣が最高であるとされた。しかも金利以外の名目（調査
費とか手数料等）で，これ以外のものを取ることも禁止された。この月最高
3．5％という水準は，既に述べたように，ラッセル・セイジ財団と小口貸付業者
とのあいだの妥協の産物であった。実際には月1％，2％，3％，3．5％，4％とい
う場合が試された。そして小口貸付業へ高利貸しと戦うのに十分な資金を合理
的に導入するには，少なくとも月3％ないし4％の金利が必要であることがわ
かった。最初に月3劣という案が出されたが，業老の代表者達は，月3％でも
よいが，その場合には若干の謝礼を要求できるようにしてもらいたいという見
解を示した。その結果，結局のところ，一つの妥協点として月3．5％に落ち着
いたのである。また金利を年率でなく月率で表示したのは，それまでの多くの
救済貸付制度がそうであったことに傲ったのであるが，次のようなメリットが
考えられたことにもよる。すなわち月利で計算していくことは，借手は借入金
を利用Lた各日に対して利子を支払っていくというやり方（月利残債方式）で
あるから，返済の遅れや不履行のときに，特別なチャージを課することを必要
としないという利益が考えられるし，もしも年率で示せば，借手に対して金利
が余りにも高いという印象を与えるという不利益が考えられた。
　（3）その他，次のようなことが決められた。け）借手が期日前に返済したとき
に違約金を取ってはいげない。㈲借手に判決自認約東手形（judgement　note）
を振出させたり，‘7〕給料譲渡契約などの狡滑な手段を使ってはいけない。ω契
約書等の取引についての詳細を記載した書類を借手に渡さなげれぼならない。
⇔偽ったり誤解を招くような広告を出してはいけない。㈱当局が個人貸付会杜
を許可する場合には，資本が25，000ドル以上でなければならないし，経営考の
人柄や適性について，またその店舗の位置が杜会にとって便宜なところである
かどうかについて，吟味Lなけれぼならない。
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　上記のような内容をもった統一小口貸付法（モデル法）は1916年に発表され
たが，その後，かかるモデル法は，ラッセル・セイジ財団自身によって1918，
ユ919．1923．1932．1935．1942の各年に，さらに1948年にはこの財団から引受
けた全国消費老金融協会（The　National　Consu㎜er　Finance　Association）
によって，次々に修正され，発表されていった。そしてかかるモデル法を参考
にLて，多くの州で次々に小口貸付法が採用され，現在ではアラスカを除いた
49州にかかる法律が制定されている。
　上記のようにモデル法が次々に修正されたことは，当然のことながら，米国
経済の変化に応じたものである。もっとも，1916年に第一回のモデル法が発表
されてから，1929年の大恐慌が発生するまでは，大体において小口貸付市場は
売手市場であったといえる。そこでそれまでの修正はさほど本質的なものでは
なかった。
　しかし1930年代に入ってからは需要の衰退によって，小口貸付市場は必ずし
も売手市場ではなくなり，業者間の激しい競争が発生し（商業銀行も消費着金
融の分野へ進出してきた），金利も引下げられる傾向となった。そこで1930年
代からの修正のなかには相当重要なものもあった。たとえぼ第六回のモデル法
（1935年）では，金利を段階的につけること，すなわち少額の貸付には高い金
利をつげ，多額の貸付にたるにつれて金利を低くしていくことが提案された。
っまり100ドルから300ドル迄は月利3．5劣で，300ドルを超えたものには月利2％
であるというようにである。もっとも，1942年と1948年の修正はたいしたこと
ではなかった。いずれかと言えば，多くの州の小口貸付法の改正が，逆にモデ
ル法の修正を促がしたといえる。すなわち前老ぼ貸付額の最高隈度を拡大した
のであり，後老は金利について，利息総額をあらかじめ計算し，アドオン・レ
ートで示してもよいということであった。
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4　ニューヨーク州におげる小口貸付法
　統一小口貸付法の生成とその発展がどのようなものであったかは，以上で明
らかにされたが，次にかかるモデル法を参考にしてつくられた各州の小口貸付
法の変遷の一例を，ニューヨーク州についてみることにしよう。
　ニューヨーク州における小口貸付法の制定は頗るおそかった。それには次の
ような理由があった。すなわちニューヨーク州では既に1895年に法律によって
個人貸付に対し，200ドルを最高限度とし，2ヵ月迄は月利3％で，2ヵ月を超
えたときには月利2％と，別に3ドルの手数料を取ることが決められ，またか
かる業者はその資本金の50刎こ等しい剰余金の蓄積を強制され，さらに州の銀
行局長官が，かかる業者の配当がその資本株に対Lて1O％を超えるときには，
それを10％まで低下させる水準に金利を引下げさせる権隈をもつことが決めら
れていて，それが消費者を保護していると考えられたということである。
　だが1929～30年の大恐慌の時代に，ロー1■・シャークによる闇の金利が，年
率240～520％にもなっていることが暴露されるに及んで，当時の州知事ルーズ
ベルト（Frank1in　D．Roosevelt）などの尽力で，統一小口貸付法の基本的原
理を入れたニューヨーク州小口貸付法が，1932年3月6日に施行されたのであ
る。このとき決められた貸付額限度は300ドル，金利限度については，最初の
150ドル迄は月利3％，150ドルを超えた部分には月利2．5％という条件であっ
た。それがその後いかに変化して今日迄きたかは次の表のごとくである。㈲
　　　（ニューヨーク州小口貸付法の金利隈度と貸付額限度）
　　年　　　　　　　金利構運
1932
1941
1949
1960
1969
3－2％％at＄150to＄300
2，4－2％　at　＄100　to　窃300
2％一2％at＄100；％％at＄300to＄500
2％一2％at＄100；勢％at＄300to＄800
2％一2％at＄100；1｝台％at＄300to＄900；
　　124％　at＄900　to　篭1，400
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　この表でわかるように，最初の変化は1941年に起った。貸付額限度が300ド
ルであることは変らなかったが，金利の点で，最初の100ドル迄は月利2．5劣，
100ドルを超えた都分には月利2％というように変えられたのである。そして
このような修正は1940年の州銀行局による調査を基礎にしたものであった。こ
の調査によると，1932年に小口貸付法が制定された後，個人貸付会杜が成功裡
に発展してきたことがわかった。すなわち1932㌧38年をとると，かかる会杜の
数は78から269へ増加し，また貸付額残高は10，102，000ドルから55，501，000ド
ルに増加したのであり，しかも多くの個人貸付会杜の運用資産に対する収益率
は7％を超えるに至ったのであった。そして，当時，当局（州の銀行局）は収
益率が7％であれば，かかる分野に資金を十分に導入できるものと判断したの
で，上記のように金利の限界を引下げてもよいと考えたのである。
　もっとも，このように金利を引下げることについては，それ以前からいろい
ろと論議が交わされてきた。それは，金利限度を引下げなくても，そのままに
しておくと個人貸付業の収益がよいために，かかる貸付会杜の数が増え，競争
によってやがておのずから金利が低下するという考えがあったからである。
　だが，結局，当局が金利限度を引下げたのは，ニューヨーク市のようなとこ
ろでは競争によって金利が下ることも考えられるが，州全体をとれば，競争を
期待できない地方の町が多いからであった。
　しかし，結果的にみると，1941年の金利限度の引下げは必ずしも成功とはい
えなかった。既述のように，当局はかかる貸付業の運用資産に対する収益率が
7％であればよいと考えて，このような変更をしたが，このことは貸付サービス
を制限させることになってしまったのである。個1というのは，他の金融機関と
くらべて，この7％という収益率は必ずしも高くはなく，収益率を7％まで下
げるという方針は，個人貸付会社の安定的な発展を維持するのに必要な資本を，
そこへ誘導することをできなくさせたからであった。もっとも，それまで個人
貸付会杜の収益率は運用資産に対する収益というやり方で測定されていたが，
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1942年に州銀行局は，商業銀行等の他の金融機関の収益率については，払込資
本金に対する収益によって測定することにしたので，その後の収益率の比較に
ついては，統計的に間題が残されることになった。
　ニューヨーク小口貸付法の次の改正は1949年に行なわれた。すなわち貸付額
隈度を500ドルにし，金利限度については，1OOドル迄は月利2．5～2％の範囲で，
100～300ドルには2劣，300～500ドルは0．5％というように改められた。なぜ
かかる改正が行なわれたかというと，第二次大戦後の小口貸付に対する需要の
変化に応じたものであった。すなわち，戦後，賃銀や給与の水準が高くなった
し，また消費老物価水準も上昇したために，貸付額限度を拡大することが，小
口貸付会杜の最も望ましい顧客である賃銀労働老の需要に応ずることになると
考えられたのである。そして1946年（戦争中に急減した小口貸付会杜の貸付も，
耐久消費財購入の増加等を背景に次第に増加Lてきたときである）に州銀行局
が行なった調査でも，既述した1940年の調査のときには，ほとんどの小口貸付
会杜の貸付が法定の最高金利よりも低い水準で行なわれていたことがわかった
のに対し，こんどは，ほとんどの会杜（279のうち270）の貸付の大部分が，法
定の最高金利で行たわれていたことも明らかになっていた。つまり，その頃か
ら既に需要と供給の関係で，小口貸付の拡大が必要であることが明らかになっ
ていたのである。
　そしてさらに当局は，既述のように1941年の改正のときに金利限度を引下げ
たことが，収益面で小口貸付会杜の発展に必ずしも好結果をもたらさなかった
が，こんどの改正（貸付額限度を500ドルヘ拡大）は，収益面で小口貸付会杜
に大きなプラスになるであろうから，会杜自身もできるだけ金利引下げに努力
すべぎことを勧告した。
　第三回目の改正は1960年で，それは貸付額限度を800ドルに拡大し，金利限度
については，100ドル迄は月利2，5～2％の範囲で，100～300ドルは2％，300～
800ドルはO．75％としたのであった。この改正は1958年における州銀行局の調
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査研究を基礎にして行なわれたものである。もっともこの調査研究は，その前
年の1957年にニューヨーク州消費者金融協会（New　York　State　Consumer
Finance　Association）が発表した一つの提案に答えるべく行なわれたものと
いえる。その提案というのは，300ドル以上の貸付に対しては金利隈度を月利
0．5％から1劣へ引上げてもらいたい，また貸付額限度を500ドルから，1，OOO
ドルに引上げてもらいたいというものであった。そしてその理由として，小口
貸付会杜の収益率が他企業のそ棚こ較べて相当低下してきたことを挙げたので
あった。
　当局は1949年の改正のときと同様，物価水準の上昇や借手の債務に対する負
担能力の増加を考えて，貸付額限度を800ドルヘと拡大したが，しかし上記し
た消費者金融協会が提案した金利の引上げには賛成しなかった。当局は，小口
貸付会杜の純収益が，1950～1953年に減退Lたことは認めたが，1953～1957年
には安定していたこと，また小口貸付会杜の収益率は，他の業界の全国的規模
をもった会杜のそれと比較しても，必ずしも低いものでないとしたのである。
そして当局は，安易に金利引上げをすることは，小口貸付法ができた精神から
みて，望ましいことでないことを声明した。
　最も近年における改正は1969年に行なわれた。すなわち貸付額限度は1，400
ドル迄拡大され，金利隈度については，100ドル迄は月利2．5～2％の範囲で，
100～300ドノレ孕こをま2劣，300～900ドノレ｝ま1．5劣，900～1，400　ドノレ｝ま1．25％サこな
ったのである。
　かかる改正，なかんずく貸付額隈度の1，400ドルヘの拡大は，これまでの場
合と同様，物価上昇や借手の所得上昇に対応するものであったが，またニュー
ヨーク州の小口貸付会杜の平均貸付額を，全米の小口貸付会杜のそれと比較し
た場合に，次第に小さくなっていることが明らかになったことなどにもよる。
Lかしかかる貸付額隈度の改正は他の金融業界，すなわち商業銀行や信用組合
や相互貯蓄銀行等から相当な反対を受けたといわれる。
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5　む　　す　　び
　本稿のはじめに述べたように，いまやわが国でもサラリーマソ金融のような
小口貸付業に対して，なんらかの規制が必要な段階にきている。われわれはこ
れまで米国の個人貸付会杜を律する小口貸付法についてみたが，わが国にとっ
て最も参考にすべき点はどこであろうか。各種の観点から参考にたるところが
多いが，筆者はそのうちでも，小口貸付法が貸付会杜の収益を十分に考慮し，
貸付額限度や金利限度の改正を行なう場合も，つねに収益率を間題にしてきて
いるとことに注目すべきであると考える。
　一般的にいって，個人への貸付が企業へのそれに較べてコストがかさむこと
は説明を要しない。従ってコストを十分につぐなうような指導がなされないか
ぎり，個人貸付が大きく進展することはない。もちろん借手である消費者サイ
ドからみれぼ，できるだけ金利が低いことは望ましい。ことにそれが企業金融
のように・いわゆる生産金融ではないだけに然りといえる。しかし金利限度を
低く抑えたために，貸付自体が十分に遂行されたいようでは，消費者にとって
却ってマイナスになってしまうであろう。
　わが国でも銀行その他の金融機関による消費者金融が次第に整傭されてきて
いることは確かである。しかし小口貸付業の存在を否定しうるところまで，金
融機関による消費者金融が容易に進展するとは考えられない。従ってわが国に
おいても，米国におけるように，サラ金業老のような小口貸付業に対して許可
制とし，開業許可にあたって，経営者の人柄を吟味し，最低資本金について規制
し，さらに一顧客に対する貸付の限度や金利の限度を，収益率に照しながら決
定し，経営に対する監督を厳重にすることが必要である。そして，できれば現
在の貸金業法とは別倒こ，サラ金業だげを対象にした新しい法律の制定が望ま
しい。現行の貸金業法はひとりサラ金業のみならず，手形割引業や不動産低当
金融業など，広い範囲の金融業を律している。それだげに，いわゆる小口の口
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一ンであるサラ金について規制するには，ふさわしいものになっているとは言
えないからである。
注（1）割賦販売法は昭和36年に制定され，これは買手である消費着を保護し，また割賦
　　販売業界の秩序を縫持させることを目的としたものであるが，47年6月に消費者保
　　護を一層強化するために大きな改正が行なわれた。
　（2）消費老信用に関する米国と英国の法律については，日本割賦協会「欧米における
　　特殊販売および消費者信用の法制」（昭和49年4月）がある。
　（3）F・C・James；The　Economics　of　Money　Credit　and　Banking・1940，pp・336
　　～337．
　（4）E．Clark；Financing　the　Consumer，1930，p．38一
　（5）W・We1舳ng；Money　and　Banking，1947，p．309．
　（6）M．Kawaja；Regulation　of　the　Consumer　Finance　Industry，1971，p．26．
　（7）判決自認手形はペソシルベニア州などで行なわれていた。この手形の振出人が支
　　払不履行のとき，裁判所の判決をあらかじめ自認したものとして，ただちに自己財
　　産の処分権を付与したものである。
　（8）　M．Kawaja；op．cit。，P．34．
　（9）当局は多くの個人貸付会杜の収益率が7％を超えていたとみたが，実際には四つ
　　の大窺模な会杜は11％を超える収益率であったし，また4％以下の収益率の会杜も
　　相当あったし，さらに多数の会杜の収益率は4～9．99％のあいだにあった。（J．M．
　　Chapman　and　R．P．Shay；Licensed　Lending　in　New　York，1970，pp．5～6一）
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